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当
期
純
利
益
ラ
ン
キ
ン
グ
に
よ
る

税
務
戦
略
分
析

最
近
の
新
聞
紙
上
を
賑
わ
し
て
い
る
国

際
税
務
の
話
題
は
、ア
ッ
プ
ル
や
ス
タ
ー

バ
ッ
ク
ス
の
よ
う
な
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
行

き
過
ぎ
た
節
税
対
策
で
あ
る
。
で
は
、本
邦

上
場
企
業
の
節
税
対
策
は
ど
の
程
度
で
あ

ろ
う
か
。
企
業
が
節
税
を
行
っ
て
い
る
か
否

か
は
、決
算
書
か
ら
知
る
こ
と
が
で
き
る
。

節
税
を
積
極
的
に
実
施
し
て
い
る
企
業
の

実
効
税
率
は
低
く
、そ
う
で
な
い
企
業
の
実

効
税
率
は
法
定
実
効
税
率
に
近
い
。
企
業

の
実
効
税
率
を
手
掛
か
り
に
し
て
、本
邦
上

場
企
業
の
税
務
戦
略
の
巧
拙
を
検
討
し
た
。

本
邦
上
場
企
業
の
税
務
戦
略
の
巧
拙
の

検
討
は
、ユ
ー
レ
ッ
ト（
上
場
企
業
約
四
、

〇
〇
〇
社
の
決
算
書
な
ど
の
情
報
を
分
析

で
き
る
企
業
価
値
検
索
サ
ー
ビ
ス
）の
当
期

純
利
益
ラ
ン
キ
ン
グ
を
利
用
し
た
。
ま
ず
、

当
期
純
利
益
ラ
ン
キ
ン
グ
一
位
か
ら
二
〇
位

の
企
業
を
見
て
み
た
が
、そ
れ
ら
は
三
菱
Ｕ

Ｆ
Ｊ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル・グ
ル
ー
プ
、日
本
電

信
電
話
、三
菱
商
事
等
で
、日
本
を
代
表
す

る
企
業
で
は
あ
る
が
、
規
模
が
大
き
過
ぎ

る
。
標
準
的
と
思
わ
れ
る
上
場
企
業
を
選

ん
で
分
析
す
る
こ
と
の
方
が
、Ｃ
Ｆ
Ｏ
の
参

考
に
な
る
と
考
え
た
。
や
や
筆
者
の
独
断
の

き
ら
い
は
あ
る
が
、標
準
的
と
思
わ
れ
る
上

場
企
業
を
ユ
ー
レ
ッ
ト
当
期
純
利
益
ラ
ン
キ

ン
グ
一
〇
〇
位
か
ら
一
二
〇
位
の
企
業
と
し

た
。
そ
の
中
に
入
る
企
業
の
業
種
は
、化
学

四
社
、機
械
三
社
、サ
ー
ビ
ス
業
と
陸
運
業

は
そ
れ
ぞ
れ
二
社
、他
の
業
種
は
そ
れ
ぞ
れ

一
社
で
あ
っ
た
。
化
学
四
社
は
、ク
ラ
レ
、積

水
化
学
工
業
、日
東
電
工
、ユ
ニ・チ
ャ
ー
ム

で
あ
る
。
さ
ら
に
、同
業
比
較
が
有
用
で
あ

る
と
考
え
、化
学
四
社
の
直
近
の
有
価
証
券

報
告
書
の
税
金
に
関
わ
る
脚
注
情
報
を
収

集
し
た
。
そ
の
結
果
は
左
ペ
ー
ジ
の
図
の
通

り
で
あ
る
。
な
お
、分
析
目
的
か
ら
、筆
者

が
法
定
実
効
税
率
の
調
整
欄
で
の
表
記
を

変
更
し
て
あ
る
こ
と
に
留
意
願
い
た
い
。

注
目
す
べ
き
調
整
項
目
：

試
験
研
究
費
等
の
特
別
税
額
控
除
等

法
人
税
の
法
定
実
効
税
率
は
、約
三
八
％

で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
て
、ク
ラ
レ
の
法
人

税
等
の
負
担
率
は
三
五・四
％
、積
水
化
学

工
業
は
二
九・
八
％
、
日
東
電
工
は

三
〇・一
％
、ユ
ニ・チ
ャ
ー
ム
は
二
三・九
％
で

あ
っ
た
。
法
人
税
等
の
負
担
率
の
低
い
ユ
ニ・

チ
ャ
ー
ム
は
、
税
務
戦
略
巧
者
で
あ
る
の

か
？ 

ま
た
は
、法
人
税
等
の
負
担
率
の
高

い
ク
ラ
レ
は
、税
務
戦
略
下
手
で
あ
る
の
で

あ
ろ
う
か
？

後
述
す
る
が
、法
人
税
等
の
負
担
率
の
多

寡
は
、あ
る
程
度
税
務
戦
略
の
巧
拙
を
示
す

こ
と
は
事
実
で
あ
る
が
、単
に
負
担
率
比
較

で
税
務
戦
略
の
巧
拙
を
判
断
す
る
こ
と
は

拙
速
で
あ
る
。
ポ
イ
ン
ト
は
、法
定
実
効
税

率
と
法
人
税
等
の
負
担
率
の
差
の
調
整
項

目
を
検
討
す
る
こ
と
で
あ
る
。
税
務
戦
略

の
巧
拙
の
分
析
目
的
か
ら
注
目
す
べ
き
調

整
項
目
は
、（
一
）試
験
研
究
費
等
の
特
別
税

額
控
除
等
、（
二
）在
外
子
会
社
の
税
率
差

異
、（
三
）評
価
性
引
当
額
、（
四
）永
久
に
益

金（
損
金
）に
算
入
さ
れ
な
い
項
目
の
四
つ
で

あ
る
。

試
験
研
究
費
等
の
特
別
税
額
控
除
等
に

つ
い
て
検
討
す
る
。
左
記
の
如
く
、税
額
控

除
は
各
社
の
税
率
を
下
げ
る
効
果
が
あ
る
。

ク
ラ
レ	

△
二・四
％

積
水
化
学
工
業	

△
七・九
％

日
東
電
工	

△
四・四
％

ユ
ニ・チ
ャ
ー
ム	

△
〇・六
％

ク
ラ
レ
の
税
金
等
調
整
前
当
期
純
利
益

は
四
四
九
億
円
で
あ
る
。
上
記
税
額
控
除

の
節
税
効
果
は
一
〇・八
億
円（
＝
四
四
九
億

円
×
△
二・四
％
）も
あ
る
。
さ
ら
に
、ク
ラ

レ
の
税
引
き
前
利
益
率
は
約
一
二
％
で
あ

る
。
も
し
、節
税
効
果
が
な
け
れ
ば
、同
じ

利
益
水
準
を
保
つ
に
は
、一
〇
〇
億
円
近
く

の
売
上
が
必
要
と
な
る
こ
と
は
、容
易
に
想

像
で
き
る
。
以
上
よ
り
、積
水
化
学
工
業
の

△
七・九
％
、日
東
電
工
の
△
四・四
％
の
節

税
効
果
も
多
額
で
あ
る
。
上
記
観
点
か
ら

考
え
る
と
、ク
ラ
レ
、積
水
化
学
工
業
、日

東
電
工
は
、税
務
戦
略
巧
者
で
あ
る
と
言
え

る
。
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ク
ラ
レ
の
例
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、試

験
研
究
費
等
の
特
別
税
額
控
除
等
を
洩
れ

な
く
と
る
と
、一
〇
〇
億
円
近
い
売
上
に
匹

敵
す
る
経
済
的
利
益
を
企
業
に
も
た
ら
す
。

Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
管
理・
監
督
す
る
税
務
部
門
は
、

コ
ス
ト
セ
ン
タ
ー
と
し
て
と
ら
え
ら
れ
て
い

る
こ
と
が
多
い
が
、Ｃ
Ｆ
Ｏ
に
求
め
ら
れ
る

こ
と
は
、税
務
部
門
を
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
セ
ン

タ
ー
に
変
革
す
る
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
発
揮

で
あ
る
。
あ
る
取
引
を
行
っ
た
時
、税
務
部

門
は
そ
の
取
引
に
税
務
上
の
恩
典
が
あ
る

か
否
か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
が
、そ
れ

だ
け
で
は
、プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー
と
し
て

の
税
務
部
門
と
は
言
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
む

し
ろ
、能
動
的
に
税
務
上
の
恩
典
を
探
す
こ

と
が
必
要
と
な
る
。

特
に
、グ
ロ
ー
バ
ル
に
事
業
を
展
開
す
る

企
業
に
お
い
て
は
、
全
世
界
レ
ベ
ル
で
、
税

務
上
の
恩
典
を
探
す
こ
と
が
必
至
と
な
る
。

パ
テ
ン
ト
・
ボ
ッ
ク
ス
税
制
に
つ
い
て

試
験
研
究
費
等
の
特
別
税
額
控
除
等
の

税
務
メ
リ
ッ
ト
に
関
連
す
る
事
項
と
し
て
、

パ
テ
ン
ト・ボ
ッ
ク
ス
税
制
が
あ
る
。
英
国
を

例
に
と
っ
て
パ
テ
ン
ト・ボ
ッ
ク
ス
税
制
の
概

要
を
紹
介
す
る
。
英
国
パ
テ
ン
ト・ボ
ッ
ク

ス
税
制（
※
）は
、特
許
化
さ
れ
た
製
品・プ

ロ
セ
ス・サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
利
益
を
稼

得
し
て
い
る
英
国
法
人
税
の
課
税
対
象
法

人
を
適
用
対
象
と
す
る
。
そ
の
恩
典
は
、一

定
の
利
益
に
対
し
て
実
効
税
率
一
〇
％
を
適

用
す
る
も
の
で
あ
る
。
当
該
法
人
は
特
許

権
を
所
有
ま
た
は
税
制
ラ
イ
セ
ン
ス・イ
ン

（exclusively license-in

：
英
国
税
制
に

お
い
て
排
他
的
な
特
許
権
の
使
用
権
を
有

す
る
こ
と
）し
、当
該
特
許
権
あ
る
い
は
そ

の
応
用
に
対
す
る
税
制
適
格
研
究
開
発
活

動（qualifying developm
ent

）を
実
施

し
て
い
る
こ
と
が
要
件
と
な
る
。
な
お
、適

用
対
象
法
人
の
範
囲
は
単
一
法
人
に
留
ま
ら

ず
、一
定
の
能
動
的
所
有
条
件（active 

ow
nership condition

）を
満
た
す
こ
と
を

前
提
に
、グ
ル
ー
プ
内
の
法
人
が
税
制
連
絡

研
究
開
発
活
動
を
実
施
し
て
い
た
場
合
に

は
、当
該
グ
ル
ー
プ
の
他
の
法
人
が
適
用
対

象
法
人
と
な
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

パ
テ
ン
ト・ボ
ッ
ク
ス
税
制
は
、英
国
の
み

な
ら
ず
Ｅ
Ｕ
の
ド
イ
ツ
を
除
く
多
く
の
国
で

既
に
採
用
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、パ
テ
ン

ト・ボ
ッ
ク
ス
税
制
は
、行
き
過
ぎ
た
節
税
に

繋
が
る
と
い
う
批
判
も
あ
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル

に
事
業
展
開
を
し
て
い
る
企
業
の
Ｃ
Ｆ
Ｏ
に

と
っ
て
、パ
テ
ン
ト・ボ
ッ
ク
ス
税
制
自
体
を

知
る
こ
と
、そ
し
て
、そ
の
動
向
を
知
る
こ

と
は
大
事
で
あ
る
。

次
回
は
、税
務
戦
略
の
巧
拙
の
分
析
目
的

か
ら
注
目
す
べ
き
調
整
項
目
の
二
番
目
、在

外
子
会
社
の
税
率
差
異
に
つ
い
て
検
討
を

加
え
た
い
。

●税金開示情報（要約）

※中央経済社『旬刊経理情報』
2012年12月20日（No.1334）

「恩典を得るための条件は? 英国パテント・ボックス税制の利用上の留意点」

株式会社クラレ									（単位＝百万円）
当連結会計年度
（自2012年4月1日 至2013年3月31日）
税金等調整前当期純利益 44,901（100％）

法人税等合計 15,889（35.4％）
↓

下記①参照

日東電工株式会社					（単位＝百万円）
当連結会計年度
（自2012年4月1日 至2013年3月31日）
税金等調整前当期純利益 63,455（100％）

法人税等合計 19,113（30.1％）
↓

下記③参照

ユニ・チャーム株式会社（単位＝百万円）
当連結会計年度
（自2012年4月1日 至2013年3月31日）
税金等調整前当期純利益 64,283（100％）

法人税等合計 15,371（23.9％）
↓

下記④参照

当連結会計年度
（2013年3月31日）
法定実効税率 37.7％
（調整）
試験研究費等の特別税額控除等 △2.4
在外子会社の税率差異 ─
評価性引当額 ─
受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 △0.9

その他 1.0
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 ①35.4％

当連結会計年度
（2013年3月31日）
法定実効税率 37.6％
（調整）
試験研究費等の特別税額控除等 △4.4
在外子会社の税率差異 △8.0
評価性引当額 5.4
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 0.3

その他 △0.8
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 ③30.1％

当連結会計年度
（2013年3月31日）
法定実効税率 38.0％
（調整）
試験研究費等の特別税額控除等 △0.6
在外子会社の税率差異 △7.7
評価性引当額 △10.8
のれん等償却 2.0
その他 3.0
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 ④23.9％

積水化学工業株式会社	（単位＝百万円）
当連結会計年度
（自2012年4月1日 至2013年3月31日）
税金等調整前当期純利益 44,495（100％）

法人税等合計 13,274（29.8％）
↓

下記②参照

当連結会計年度
（2013年3月31日）
法定実効税率 37.8％
（調整）
試験研究費等の特別税額控除等 △7.9
在外子会社の税率差異 ─
評価性引当額 ─
交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 4.9

その他 △5.0
税効果会計適用後の法人税等
の負担率 ②29.8％


